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研究成果の概要（和文）：本研究課題は国際政治学における支配的な通説である「平和を欲するならば戦争に備
えよ」といった紛争解決における軍事力などの強制力の効用を強調する論理に対抗する平和主義に精緻な理論的
基盤と厳密な実証的裏付けを与える作業を蓄積し紛争平和研究に新しい学問的潮流を打ち立てる嚆矢となること
を目的とした。特に軍事力に依らない紛争解決の制度基盤としての外交使節データを過去２世紀にわたり収集
し、幾多の外交戦略をゲーム理論を用いてモデル分析した。国際関係学のトップジャーナルを含む海外査読誌に
11本の論文を刊行し、最優秀論文賞を１本が受賞し、国内学術誌には４本刊行し、英語単著を一冊刊行した。

研究成果の概要（英文）：This research project attempted to lay a foundation for a novel academic 
tradition within the field of international relations that would emphasize pacifist approaches to 
conflict resolution and national security as opposed to the prevalent view that peace can be better 
achieved through coercive means than accommodating ones.  This is an initial part of a long-term 
effort to establish a new, strategic approach to pacifism, where we build on the realists’ 
analytical assumptions and rationalists’ baseline theoretical models of war and peace to produce a 
new set of views on how peace can be better achieved through pacifist means than coercive means. We 
produced a wide range of research outputs including eleven articles in refereed journals including 
the top journal in the field of IR, an award-winning article, four articles in Japanese journals, 
and one monograph. 

研究分野：国際関係学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
国際政治研究における平和主義といえば従来では規範論に基づくものが大勢であった。本研究は、「強制力の重
要性」を強調する通説を生み出してきた理論枠組み、特にゲーム理論や実証的なデータ分析という分析手法と、
権力政治という分析枠組みを用いることで「平和的な紛争解決」が単なる理想論ではなく、戦略的環境で最適反
応として実現可能であることを示した。また外交使節や同盟形成の交渉過程のデータの構築を継続的に行ってき
た。理論分析は核軍縮と核抑止を両立させることを可能にする次世代の核戦略への研究へと継続し、データ分析
はビッグデータを紛争平和研究に取り入れる次の研究の段階に昇華継続することができた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
わが国は、国連安保理常任理事 5カ国に次ぐ軍事大国である。安全保障政策の基調である日
米同盟も、NATO に次ぐ最も強大な軍事同盟であり、それを通して軍事的な脅しとしての拡大抑
止政策、米国の相互確証破壊という核抑止戦略が、わが国の防衛政策の機軸とである。 
 軍事的な脅威を最大限発揮するという発想で企画された安全保障を日本国民は享受している一
方で、戦後のわが国は日本国憲法のもとに平和主義の理念を掲げている。日本社会では、平和主
義という規範が、広く国民一般に共有しているとも言われる。他方で、社会で共有される規範と
しての平和主義を支えてきた学問の伝統もある。例えば、戦後わが国の平和論をリードした故・
坂本義和教授の学術研究の基調は権力政治という現実を見据えた平和主義を提唱する世界秩序の
構想であった。同様に、故・鴨武彦教授も権力政治によってたつ理論を踏襲しつつ、経済的な相
互依存から政治的統合を進めていくという非軍事的な手法による国際安全保障を構想した。 
 しかしながら、日本における平和主義は時代の思想状況ゆえに革新主義と保守主義との相克と
いう対立軸に汲み取られ、学問として紛争予防・紛争解決という論理とエビデンスに裏打ちされ
た知識体系へと昇華することなく現在に至っている。その結果、紛争解決における軍事力など強
制力を強調する論理に比べ訴求力に劣った。例えば、鴨教授が示した論理は、軍事力を強調する
タカ派でもなく、理想論を掲げるハト派でもなく、現実を見据えて平和を探る「鴨派」とも言わ
れるが、頑強な理論的基礎や厳密な実証的知見を欠いた民間伝承(Folklore)の域を出ていないと
言わざるを得ない。 
 これは紛争研究における決定的な欠陥である。この欠如が、紛争解決の戦略としての平和的な
アプローチに対して漠然と抱かれる懐疑の遠因になっている。例えば、宥和政策の失敗という歴
史的スティグマに由来する宥和政策への懐疑がある。他方、テロリストに対する妥協は平和や安
全に対するより大きな脅威をもたらすといった漠然とした不安である。このような論理は、結果
として多くの紛争解決の現場で強制手段を用いた強硬策が主張する根拠に利用されている。こ
の責任は、紛争研究に携わる我々も共有している。我々は社会一般に対して、強制手段への代替
策としての平和戦略の知識体系を提示できていない。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、紛争研究、とくに紛争予防や紛争解決における平和主義の戦略的アプローチを確
立するための基礎研究を行うことを目的とする。これまでの紛争の学術研究の中核をなしてき
た国際政治学における支配的な通説である「平和を欲するならば戦争に備えよ」（ウェゲティウ
ス）といった紛争解決における軍事力などの強制力の効用を強調する論理に対抗する平和主義
に精緻な理論的基礎と厳密な実証的裏づけを与える作業を蓄積していく。本研究の背景とし
て、紛争研究、とくに戦争と平和の問題に関して平和主義に裏打ちされた科学的な研究を主導
する研究の流れを形成しそれが 10年後、30年後に東京スクールと結果的に認知されることを
目指す。 
 
３．研究の方法 
日本の学術的伝統や社会的規範として存在する平和主義を手掛かりに、最先端の社会科学の方
法、特にゲーム理論に基づく数理モデルとオリジナルデータの統計分析を駆使して、紛争解決
における戦略的な平和主義の理論を、日本独自の紛争研究として世界へ発信していくことを目
指す。 
 その方法論は、第一に、「紛争の平和的解決」をこれまで過小評価し、「強制力の重要性」を
強調する通説を生み出してきた同じ理論モデルやデータを使うことで、「紛争解決の平和主義ア
プローチ」の訴求力を高める。 
 第二の方法論的特色は、政治学、経済学、社会学を糾合し、均衡モデルによる理論分析やデー
タ分析による実証分析を軸とした学際的アプローチである。特に、社会科学の様々な分野を横断
的に貫通し、そして統合する可能性をもつゲーム理論に依拠して「戦略的アプローチ」を採用し、
実証分析では、統計モデリングを均衡モデルと密接にリンクさせる計量経済学の「構造推定」ア
プローチや、計量政治学における EITM アプローチを重視する。  
 また、研究の進め方については、本研究課題が掲げる研究目的は長期的な視野に立つもので
あるため、本研究課題に割り当てられている研究期間内では、その一つの通過点として、まず
は我々研究メンバーが得意とし国際競争力を発揮してきた研究分野で、「紛争解決の平和主義ア
プローチ」を国際的な水準で発信し評価を受けることで、その潜在的価値を立証することで、
東京スクールの地盤を形成し、他分野への波及効果を即す。 
 
４．研究成果 
本研究プロジェクトの各メンバーが精力的に研究活動を継続し、その成果は、主に海外査読
誌や国内外の学会報告などで発表してきた。平和主義の戦略的アプローチを確立するとい



う長期的な目標の中で本研究はその嚆矢という位置付けであるが、順調な研究進捗が見ら
れ、10 本の論文が国際査読誌から刊行され、その内、研究代表の栗崎が刊行した論文は、
国際関係論の最高峰のトップジャーナルで刊行され、研究分担者の広瀬が紛争平和研究の
分野別トップジャーナルに刊行した論文は最優秀論文賞を受賞した。前者の論文は、国際政
治理論における様々な説明モデルを提供すると考えられている「観衆費用」を初めて観測デ
ータを使ってそれが存在すること、またその大きさが理論的予測に従って変化することを
実証した。後者は内戦状況下において現地の住民の世論分布がその後の市民に対する暴力
状況を予測することを見出した。前者は基礎研究として理論モデルの根幹を確定する形で
国際政治研究に寄与し、後者は内戦下における政治暴力の態様を実証的に明らかにするの
みならず、対反乱作戦や内戦終結に向けた平和構築への戦略の示唆を与えるものである。 
また強制力に依拠しない紛争解決の制度としての起源を持つ外交使節の年次データを 1820
年から 1919 年および 1960年から 2015 年の期間を対象に収集している。外交使節データ
は、この作業にあたる中で様々なフィードバックを学会や研究会の中で受け、当初の計画よ
り拡大して外交使節の歴史的な制度変化や多様性を反映できるように計測する変数を改変
するなどの大幅な変更を行なった。そのため研究期間ないでの公表を想定したいたが現在
も初期のデータ入力はほぼ終了しているもののデータセットの整理を現在も行なっている。
外交は国家間政治過程の基本単位であるにも関わらず、国際政治研究ではこれまで外交制
度に関する体系的なデータを提供してこなかった。そのためこのデータセットは完成すれ
ば外交研究に実証的な研究の道を開くのみならず国際政治研究一般にも広く重要な研究の
ためのインフラを提供することになる。 
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